
令 和 ５ 年 度

天 草 市 水 道 事 業 会 計 予 算 書

議第３２号
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第１条　令和５年度天草市の水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。　

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。　

　　（１）給水戸数 33,351 戸

　　（２）年間総給水量 7,966,036 ㎥

　　（３）一日平均給水量 21,765 ㎥

　　（４）主要な建設改良事業

ア　管路整備事業 328,855 千円

イ　施設整備事業 116,913 千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第１款　事　業　収　益 2,284,786 千円

　　第１項 1,833,514 千円

　　第２項 451,262 千円

　　第３項 10 千円

　第１款　事　業　費 2,230,217 千円

　　第１項 2,079,569 千円

　　第２項 149,808 千円

　　第３項 640 千円

　　第４項 200 千円

支　　　　出

特 別 損 失

予 備 費

特 別 利 益

営 業 費 用

営 業 外 費 用

（総 　　 則）

（業務の予定量）

営 業 収 益

営 業 外 収 益

令 和 ５ 年 度 天 草 市 水 道 事 業 会 計 予 算

収　　　　入
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（資本的収入及び支出）

　第１款　資　本　的　収　入 367,492 千円

　　第１項 142,300 千円

　　第２項 213,492 千円

　　第３項 11,700 千円

　第１款　資　本　的　支　出 2,962,373 千円

　　第１項 663,175 千円

　　第２項 799,198 千円

　　第３項 1,500,000 千円

（債務負担行為）

第５条  債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額２，５９４，８８１千円は当年

  度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額５６，０６５千円、過年度分損益勘定留保資金２，２９０，０８５千円及び当年度分損益勘定留

  保資金２４８，７３１千円で補てんするものとする。）。

投 資 有 価 証 券

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

収　　　　入

支　　　　出

出 資 金

企 業 債

工 事 負 担 金

限度額

天草市水道施設基本計画書策定業務委託 令和６年度 18,245千円

事項 期間
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 （企 業 債）

第６条  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の方法

 （予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　　（１）営業費用と営業外費用（消費税及び地方消費税に限る。）

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額

　に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　　（１）職員給与費 156,829 千円

 （他会計からの補助金）

第９条  一般会計からこの会計へ補助を受ける金額及び理由は、次のとおりと定める。

  （たな卸資産購入限度額）

第１０条  たな卸資産の購入限度額は、１，０００千円と定める。

　令和５年２月２０日提出

　天草市長　馬場　昭治　　

償還の方法

 政府資金についてはその融資条件により、銀行その
他の場合にはその債権者と協定するものによる。た
だし、市財政の都合により据置期間及び償還期限を
短縮し、又は繰上償還もしくは低利に借換えするこ
とができる。

起　債　の　目　的 限度額 利率

建 設 改 良 事業 142,300千円
証書借入

又は
証券発行

5.0％以内
（但し、利率見直し方式で借り入
れる資金について、利率の見直し
を行った後においては、当該見直
し後の利率）

款

事業収益

金額項

営業外収益 252,449千円

理由

　水道事業会計の経営基盤確立のため。
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天 草 市 水 道 事 業 会 計 予 算 に 関 す る 説 明 書

令 和 ５ 年 度
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収 入

（単位：千円）

備 考

1 事 業 収 益 2,284,786

１ 営 業 収 益 1,833,514

１ 給 水 収 益 1,815,015

２ そ の 他 の 営 業 収 益 18,499

２ 営 業 外 収 益 451,262

１ 受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,335

２ 他 会 計 補 助 金 252,449

３ 受 託 事 業 収 益 34,806

４ 長 期 前 受 金 戻 入 162,084

５ 雑 収 益 588

３ 特 別 利 益 10

１ 過 年 度 損 益 修 正 益 10

款

令 和 ５ 年 度 天 草 市 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

目 予 定 額

収 益 的 収 入 及 び 支 出

項
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支 出

（単位：千円）

備 考

１ 事 業 費 2,230,217

１ 営 業 費 用 2,079,569

１ 原 水 及 び 浄 水 費 489,548

２ 配 水 及 び 給 水 費 291,105

３ 業 務 費 119,561

４ 総 係 費 90,138

５ 減 価 償 却 費 1,067,529

６ 資 産 減 耗 費 21,688

２ 営 業 外 費 用 149,808

１ 支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費 101,068

２ 消 費 税 等 48,740

３ 特 別 損 失 640

１ 過 年 度 損 益 修 正 損 640

４ 予 備 費 200

１ 予 備 費 200

目 予 定 額項款
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収 入

（単位：千円）

備 考

１ 資 本 的 収 入 367,492

１ 企 業 債 142,300

１ 企 業 債 142,300

２ 出 資 金 213,492

１ 他 会 計 出 資 金 213,492

３ 工 事 負 担 金 11,700

１ 消 火 栓 新 設 負 担 金 11,700

目 予 定 額

資 本 的 収 入 及 び 支 出

項款
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支 出

（単位：千円）

備 考

１ 資 本 的 支 出 2,962,373

１ 建 設 改 良 費 663,175

１ 拡 張 費 79,405

２ 改 良 費 440,253

３ 固 定 資 産 購 入 費 93,711

４ 事 務 費 49,806

２ 企 業 債 償 還 金 799,198

１ 企 業 債 償 還 金 799,198

３ 投 資 有 価 証 券 1,500,000

１ 投 資 有 価 証 券 1,500,000

款 目 予 定 額項
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(単位：千円)

Ⅰ Ⅱ

当 年 度 純 利 益 14,907 有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 607,110

減 価 償 却 費 1,067,529 有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 0

固 定 資 産 除 却 費 21,365 無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 0

引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） △ 39,091 無 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 0

長 期 前 受 金 戻 入 額 △ 162,084 固 定 資 産 の 除 却 に よ る 支 出 △ 3,215

受 取 利 息 及 び 配 当 金 △ 1,335 国 庫 補 助 金 に よ る 収 入 0

支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費 101,068 県 補 助 金 に よ る 収 入 0

固 定 資 産 売 却 損 益 0 一 般 会 計 出 資 金 に よ る 収 入 213,492

未 収 金 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） △ 16,357 工 事 負 担 金 に よ る 収 入 11,700

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 311 国 庫 補 助 金 返 還 に よ る 支 出 0

たな卸資産の増減額（△は増加） 191 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 1,500,000

前 払 金 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） 0 △ 1,885,133

その他流動資産の増減額（△は増加） 0 Ⅲ

未 払 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） △ 483 企 業 債 の 借 入 に よ る 収 入 142,300

前 受 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 0 企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出 △ 798,994

その他の流動負債の増減額（△は減少） △ 1,925 △ 656,694

983,474 Ⅳ △ 1,658,086

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 1,335 Ⅴ 2,743,109

利 息 の 支 払 額 △ 101,068

883,741

資 金 期 首 残 高

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

1,085,023

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

資 金 の 増 加 額 （ Ⅰ + Ⅱ + Ⅲ ）

（間接法により算出）

小 計

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

Ⅵ 資 金 期 末 残 高

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

令和５年度天草市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
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１　総括

（ ）

（ ）

（ ）

　ア　会計年度任用職員以外の職員

（ ）

（ ）

（ ）

給　　与　　費　　明　　細　　書

区 分

職 員 数 給 与 費
法定福利費 合 計

特 別 職 一 般 職 報 酬 給 料 手 当 等 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度
4

2,954 71,788 57,595 132,337 24,492 156,829
17

6,091
1

※職員数の（　　　）内は、再任用短時間勤務職員分及び第１号会計年度任用職員分を外書き

24,516 150,738
16

比 較 74 1,581 4,460

前 年 度
4

2,880 70,207 53,135 126,222

6,115 △ 24

児童手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

管理職員特
別勤務手当 期末手当 勤勉手当 退職手当扶養手当

管理職
手　当

通勤手当 住居手当

前年度 3,492 1,800 848 1,200 87

（千円） （千円）

本年度 3,484 1,800 711 1,200 87 6,740 144

区 分

6,811 144 16,907 12,623 6,683 2,540

16,555 13,622 11,282 1,970

4,599 △ 570

区 分

職 員 数 給 与 費
法定福利費 合 計

特 別 職

△ 71 △ 352 999

手

当

等

の

内

訳 比 較 △ 8 △ 137

一 般 職 報 酬 給 料 手 当 等 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度
2

71,788 57,225 129,013 23,838 152,851
17

前 年 度
2

70,207 52,787

※職員数の（　　　）内は、再任用短時間勤務職員分を外書き

4,438 6,019 △ 70 5,949
1

122,994 23,908 146,902
16

比 較 1,581
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（ ）

（ ）

（ ）

児童手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

特殊勤務
手　　当

時間外勤
務 手 当

管理職員特
別勤務手当 期末手当 勤勉手当 退職手当扶養手当

管理職
手  当

通勤手当 住居手当

前年度 3,492 1,800 848 1,200 87

（千円） （千円）

本年度 3,484 1,800 711 1,200 87 6,740 144

区 分

6,811 144 16,559 12,623 6,683 2,540

16,185 13,622 11,282 1,970

4,599 △ 570

　　イ 会計年度任用職員

区 分

職 員 数 給 与 費
法定福利費 合 計

特 別 職

△ 71 △ 374 999

手

当

等

の

内

訳 比 較 △ 8 △ 137

一 般 職 報 酬 給 料 手 当 等 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度
2

2,954 370 3,324

比 較
0

74

654 3,978

前 年 度
2

2,880 348

22 96 46 142

3,228 608 3,836

※職員数の（　　　）内は、第１号会計年度任用職員分を外書き

手

当

等

の

内

訳

区 分
扶養手当

管理職
手  当

通勤手当 住居手当
特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

管理職員特
別勤務手当 期末手当 勤勉手当 退職手当 児童手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 370

22比 較

前年度 348
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２　給料及び手当等の増減額の明細

平均昇給率

３　給料及び手当の状況

　（１）職員１人当たり給与

　（２）初任給

期末手当・勤勉手当

令和４年１月１日現在 375,375

44歳2月

1

366,453

43歳11月

337,919

区 分

令和５年１月１日現在

手 当 等

1,581

4,438

（円）

その他の増減分

制度改正に伴う増減分

2職員の
異動状況

 採用

事 務 ・ 技 術 職

331,253

4,736

△ 298

 転出

本年度

前年度

増  減

 退職

17

16

1

154,600

185,200

154,600

185,200

高　校　卒

大　学　卒

区 分
事 務 ・ 技 術 職

（円）

一 般 会 計 の 制 度

（円）一 般 行 政 職

区 分

1.48%

増 減 事 由 別 内 訳

（千円）
説 明 備 考

増 減 額

(千円）

1,063

90給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

給 料

428
 転入

その他の増減分

平 均 年 齢

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額
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　（３）級別職員数

（　 ） （ ）

（　 ） （ ）

（　 ） （ ）

（　 ） （ ）

（　 2 ） （ 100.0 ）

（　 ） （ ）

（　 ） （ ）

（　 2 ） （ 100.0 ）

（　 ） （ ）

（　 ） （ ）

（　 ） （ ）

（　 ） （ ）

（　 2 ） （ 100.0 ）

（　 ） （ ）

（　 ） （ ）

（ 2 ） （ 100.0 ）

　※級別職員数の（　　）内は、再任用短時間勤務職員分を外書き

計
16 100.0

１　級
2 12.5

２　級

３　級
2 12.5

５　級
0.0

2 12.5

令和４年１月１日現在

７　級
1 6.3

６　級

４　級
9 56.2

計
17 100.0

１　級
3 17.6

２　級

３　級
2 11.8

５　級
1 5.9

2 11.8

令和５年１月１日現在

７　級
1 5.9

６　級

４　級
8 47.0

区 分
事 務 ・ 技 術 職

級 職 員 数 （ 人 ） 構 成 比 （ ％ ）
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 (級別の基準となる職務）

区 分 ７ 級 ６ 級 ５ 級 ４ 級 ３ 級 ２ 級 １ 級

首席審議員 局　　長 課　　長 課　　長 係　　長 主　　事 主　　事

首席審議員 審 議 員 審 議 員 主　　任 技　　師 技　　師

課　　長 課長補佐 課長補佐 主　　査

審 議 員 係　　長

参　　事

事 務 ・ 技 術 職
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　（４）昇給　　　　　

代 表 的 な 職 種

一 般 行 政 職

17 17

16 16

 

4 4

1 1

11 11

 

 

94.1 94.1

16 16

16 16

 

3 3

2 2

11 11

 

 

100.0 100.0

前
　
年
　
度

職 員 数 （ Ａ ） （ 人 ）

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ Ｂ ） （ 人 ）

号 給 数 別 内 訳

1 号 給 （ 人 ）

2 号 給 （ 人 ）

3 号 給 （ 人 ）

4 号 給 （ 人 ）

6 号 給 （ 人 ）

8 号 給 （ 人 ）

比 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） （ ％ ）

区 分 合 計

本
　
年
　
度

職 員 数 （ Ａ ） （ 人 ）

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ Ｂ ） （ 人 ）

号 給 数 別 内 訳

1 号 給 （ 人 ）

2 号 給 （ 人 ）

3 号 給 （ 人 ）

4 号 給 （ 人 ）

6 号 給 （ 人 ）

8 号 給 （ 人 ）

比 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） （ ％ ）
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　（５）特殊勤務手当

（％）

（％）

水道閉栓手当

　（６）期末手当・勤勉手当

支 給 率 計

12月（月分） （月分）

（1.150） （2.300）

2.200 4.400

（1.175） 2.350

2.225 4.450

　※支給率の（　　　）内は、再任用短時間勤務職員分を外書き

　（７）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度

（月分） （月分） （月分）

　（８）その他の手当

区 分

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

区 分 全 職 種 事 務 ・ 技 術 職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 0.12 0.12

支 給 対 象 職 員 の 比 率
70.59 70.59

( 令 和 ５ 年 １ 月 １ 日 現 在 )

区 分
支 給 期 別 支 給 率 職 制 上 の 段 階 、 職 務 の

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同
6 月 （ 月 分 ） 級 等 に よ る 加 算 措 置

前 年 度
（1.175）

有 同
2.225

本 年 度
（1.150）

有 同
2.200

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

区 分
20年勤続の者

そ の 他 の 加 算 措 置 等
一般会計の制度
と の 異 同（月分）

同

定年前早期退職
特例措置

（3％～45％）
同

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

同

同
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                                                  千円 千円 千円 千円
1
(1)
    イ  510,774
    ロ  782,212
          △ 368,740 413,472
    ハ  32,866,578
          △ 14,629,351 18,237,227
    ニ  7,755,981
          △ 5,582,339 2,173,642
    ホ  14,097
          △ 11,833 2,264
    ヘ  61,149
          △ 44,632 16,517
    ト  95,480
      21,449,376
(2)
    イ  60,358
    ロ  14,894
    ハ  2,931,643

二  0
ホ  1,143

      3,008,038
(3)
    イ  1,500,000
      1,500,000
      25,957,414
2
(1) 1,085,023
(2) 40,756

△ 1,995 38,761
(3) 3,992
(4) 0
      1,127,776
      27,085,190資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

未 収 金

貯 蔵 品

流 動 資 産
現 金 預 金

貸 倒 引 当 金

そ の 他 流 動 資 産
流 動 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

そ の 他 無 形 固 定 資 産

水 利 権
無 形 固 定 資 産

ダ ム 使 用 権

機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額

地 上 権

工 具 、 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

車 輌 運 搬 具

建 設 仮 勘 定

減 価 償 却 累 計 額

電 話 加 入 権

減 価 償 却 累 計 額

令和５年度天草市水道事業予定貸借対照表（当年度分）

構 築 物
減 価 償 却 累 計 額

建 物

（　令和６年３月３１日　)

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

土 地

資 産 の 部
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千円 千円 千円

3

(1)

イ  4,448,339

ロ 15,310

4,463,649

(2)
    イ  144,474

ロ 45,307

189,781
      4,653,430

4

(1)

イ  723,782

ロ 10,010

733,792

(2) 218,379

(3)
    イ  9,694

ロ 1,897

11,591

(4) 57,556
      1,021,318

5

(1) 5,059,922

(2) △ 1,497,878

3,562,044
      9,236,792

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

固 定 負 債

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債 合 計

企 業 債

建 設 改 良 費 等 企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

負 債 の 部

負 債 合 計

修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

未 払 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 企 業 債

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金
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千円 千円 千円

6

(1) 17,631,406

      17,631,406

7

(1)

    イ  47,018

    ロ  413

    ハ 5,649

二 2,470

      55,550

(2)

    イ  161,442

      161,442

      216,992

      17,848,398

      27,085,190

                                                                                                                                    

負 債 資 本 合 計

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

工 事 負 担 金

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

資 本 の 部

資 本 剰 余 金

資 本 金

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金
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１. １.

（1）

（2）

２. ２.

（1）

１.

（2）

（3）

（4）

３.

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

予定貸借対照表に計上されている剰余金は、現存しない償却資産に係る

資本剰余金及び非償却資産である土地に係る資本剰余金によっている。

債権の不納欠損による損失に備えるため、当年度末における回収不能見

込額を計上している。

また、貸倒引当金の算定については、未収給水収益を一般債権として認

識し、直近３ヶ年の貸倒実績率平均値で回収不能見込額を算定している。

消費税及び地方消費税の会計処理

修繕引当金は、施行規則 附則第４条の経過措置の規定に基づき、従前

の例により整理している。

　修繕引当金

（その他の注記）

退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

職員の期末手当及び勤勉手当等の支給に備えるため、当年度末における

支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

また、賞与引当金及び法定福利費引当金の算定については、天草市職員

の給与に関する条例第２４条及び第２７条の規定に基づき、期末勤勉手当

基準日である６月１日及び１２月１日から要支給額を算定している。

　貸倒引当金

　賞与引当金及び法定福利費引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、退職給付引当金設定額の算定につ
いては、年度末に全職員が自己の都合で退職するものと仮定した場合を
もって支給すべき退職手当の総額とする簡便法により算定した額を計上し
ている。ただし、簡易水道事業と統合した職員分の差額については、平成
２９年度から１５年（７年目）にわたり、均等額となるよう費用処理す
る。

なお、目的使用による取崩しにおいては、天草市に発生する当事業年度
退職手当のうち、水道事業在職期間相当分に係る負担額を天草市に対して
支払うことで天草市と協議のうえ、当年度における退職手当の要支給額に
相当する金額を計上している。

　退職給付引当金

令和５年度において、退職手当として６，２８２千円を支給するため、

退職給付引当金６，２８２千円を使用する。

令 和 ５ 年 度 天 草 市 水 道 事 業 会 計 に 関 す る 注 記

（予定貸借対照表等に関する注記）

資本剰余金

　固定資産の減価償却の方法は、定額法によっている。

固定資産の減価償却の方法

引当金の計上方法

企業債の償還に係る他会計の負担

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

有形固定資産の耐用年数は、地方公営企業法施行規則（以下「施行規

則」という。）　別表第２号を適用している。

　予定貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算

して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見

込まれる額は、１，２８１，２４５千円である。

－ 22 －



千円 千円 千円

1
(1) 1,675,240
(2) 0
(3) 18,634 1,693,874

2
(1) 409,979
(2) 294,137
(3) 108,888
(4) 82,976
(5) 1,098,141
(6) 25,149
(7) 0 2,019,270

325,396
3
(1) 88
(2) 276,731
(3) 0
(4) 30,980
(5) 165,763
(6) 894 474,456

4
(1) 119,242
(2) 0 119,242 355,214

29,818
5
(1) 10 10

6
(1) 0
(2) 579
(3) 0 579 △ 569

29,249
117,286
111,000
257,535

資 産 減 耗 費
そ の 他 営 業 費 用
営 業 損 失

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金
他 会 計 補 助 金

支払利息及び企業債取扱諸費

受 託 事 業 収 益

雑 収 益
営 業 外 費 用

補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

雑 支 出
経 常 利 益

特 別 利 益
過 年 度 損 益 修 正 益

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損

その他未処分利益剰余金変動額

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 利 益
前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

そ の 他 特 別 損 失

令和４年度天草市水道事業予定損益計算書（前年度分）
（　令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで　）

総 係 費
減 価 償 却 費

営 業 収 益
給 水 収 益

原 水 及 び 浄 水 費
配 水 及 び 給 水 費
業 務 費

受 託 工 事 収 益
そ の 他 の 営 業 収 益

営 業 費 用
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                                                  千円 千円 千円 千円
1
(1)
    イ  510,774
    ロ  782,212
          △ 348,697 433,515
    ハ  32,555,135
          △ 13,862,597 18,692,538
    ニ  7,493,296
          △ 5,379,909 2,113,387
    ホ  13,843
          △ 11,687 2,156
    ヘ  56,533
          △ 38,575 17,958
    ト  85,518
      21,855,846
(2)
    イ  69,260
    ロ  14,894
    ハ  2,994,047

二  0
ホ  1,936

      3,080,137
      24,935,983
2
(1) 2,743,109
(2) 24,399

△ 2,306 22,093
(3) 4,183
(4) 0
      2,769,385
      27,705,368

貸 倒 引 当 金
貯 蔵 品
そ の 他 流 動 資 産
流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

未 収 金

無 形 固 定 資 産
水 利 権
電 話 加 入 権
ダ ム 使 用 権
地 上 権
そ の 他 無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計
固 定 資 産 合 計

流 動 資 産
現 金 預 金

有 形 固 定 資 産 合 計

建 物
減 価 償 却 累 計 額

構 築 物
減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額

車 輌 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額

工 具 、 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

土 地

令和４年度天草市水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（　令和５年３月３１日　)

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

資 産 の 部
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千円 千円 千円

3

(1)

イ  5,029,820

ロ 25,320

5,055,140

(2)
    イ  139,474

ロ 90,307

229,781
      5,284,921

4

(1)

イ  788,984

ロ 10,010

798,994

(2) 218,862

(3)
    イ  8,952

ロ 1,730

10,682

(4) 59,481
      1,088,019

5

(1) 5,048,222

(2) △ 1,335,793

3,712,429
      10,085,369

                                                                                                                                    

建 設 改 良 費 等 企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

負 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

企 業 債

固 定 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 企 業 債

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

負 債 の 部

修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債
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千円 千円 千円

6

(1) 17,306,914

      17,306,914

7

(1)

    イ  47,018

    ロ  413

    ハ 5,649

二 2,470

      55,550

(2)

    イ  257,535

      257,535

      313,085

      17,619,999

      27,705,368

                                                                                                                                    

                                                                                                                                    

負 債 資 本 合 計

資 本 の 部

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

工 事 負 担 金

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金

資 本 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

資 本 合 計
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１. １.

（1）

（2）

２. ２.

（1）

１.

（2）

（3）

（4）

３.

予定貸借対照表に計上されている剰余金は、現存しない償却資産に係る

資本剰余金及び非償却資産である土地に係る資本剰余金によっている。

令 和 ４ 年 度 天 草 市 水 道 事 業 会 計 に 関 す る 注 記

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

固定資産の減価償却の方法 企業債の償還に係る他会計の負担

（予定貸借対照表等に関する注記）

　固定資産の減価償却の方法は、定額法によっている。

有形固定資産の耐用年数は、地方公営企業法施行規則（以下「施行規

則」という。）　別表第２号を適用している。

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

　予定貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算

して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見

込まれる額は、１，５００，３５６千円である。

債権の不納欠損による損失に備えるため、当年度末における回収不能見

込額を計上している。

また、貸倒引当金の算定については、未収給水収益を一般債権として認

識し、直近３ヶ年の貸倒実績率平均値で回収不能見込額を算定している。

職員の期末手当及び勤勉手当等の支給に備えるため、当年度末における

支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

また、賞与引当金及び法定福利費引当金の算定については、天草市職員

の給与に関する条例第２４条及び第２７条の規定に基づき、期末勤勉手当

基準日である６月１日及び１２月１日から要支給額を算定している。

　修繕引当金

修繕引当金は、施行規則 附則第４条の経過措置の規定に基づき、従前

の例により整理している。

　貸倒引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、退職給付引当金設定額の算定につ
いては、年度末に全職員が自己の都合で退職するものと仮定した場合を
もって支給すべき退職手当の総額とする簡便法により算定した額を計上し
ている。ただし、簡易水道事業と統合した職員分の差額については、平成
２９年度から１５年（６年目）にわたり、均等額となるよう費用処理す
る。

なお、目的使用による取崩しにおいては、天草市に発生する当事業年度
退職手当のうち、水道事業在職期間相当分に係る負担額を天草市に対して
支払うことで天草市と協議のうえ、当年度における退職手当の要支給額に
相当する金額を計上している。

（その他の注記）

退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

令和４年度において、退職手当として１，６８３千円を支給するため、

退職給付引当金１，６８３千円を使用する。

　賞与引当金及び法定福利費引当金

消費税及び地方消費税の会計処理

資本剰余金引当金の計上方法

　退職給付引当金
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期 間 金 額 期 間 金 額 給 水 収 益
損 益 勘 定
留 保 資 金

そ の 他

令和5年度

～令和8年度

令和3年度 令和5年度

～令和4年度 ～令和7年度

令和5年度

～令和7年度

天草市水道事業水質検査業務委託 21,731 令和5年度 21,731 21,731

天草市水道施設基本計画書策定業務委託 18,245 令和6年度 18,245

天草市水道事業運転管理等業務委託 48,156 12,039 36,117 36,117令和4年度

天草市水道料金等収納業務委託 486,435 97,287 389,148 389,148

624,849天草市水道事業運転管理等業務委託 1,041,415 416,566 624,849

令和4年度

債務負担行為に関する調書
（単位：千円）

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の 支
払 義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

18,245
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